
令和５年度の主要な取り組み

一般会計　　　　　　　　　　　 306億6,363万1千円

国民健康保険特別会計　　　　　　79億6,372万6千円

介護保険特別会計　　　　　　　　65億　360万　　円

公共用地先行取得事業特別会計　　　 2億5,133万3千円

後期高齢者医療特別会計　　　　　 16億2,112万7千円

水道事業会計　　　　　　　　　　28億　922万　　円

下水道事業会計　　　　　　　　　23億1,036万5千円

総　額　　　　　　　　　　　　 521億2,300万2千円

令和５年度当初予算　一般会計
公共施設の更新等で過去最大規模を計上
　新年度の予算は、一般会計予算においては社会保障経費の
増大や第一中学校区における学校整備事業を含む公共施設
の更新等により過去最大規模となっています。中・長期的な
財政見通しのもと、歳入・歳出のバランスを考慮し、交野市の
魅力を高め、まちを持続的に成長させるための配分となるよ
う編成いたしました。

�みんなで子どもを育み、�
子どもがのびのびと学ぶまち
・おりひめ出産・子育て応援事業を実施
　身近で相談に応じ、出産・育児等の見通しを立てるための
面談等を行う伴走型相談支援と、妊娠時および出産後に合
計10万円分の出産・子育て応援ギフトを支給する経済的支
援とを一体的に行う。
・段階的な給食費の無償化に着手
　令和5年度当初より、受験等で特に
家計に負担がかかる中学校3年生の給
食費を無償化。
・全市的に学校トイレの環境改善に優先的に取り組む
・通学路の安全対策として各小学校に交通誘導員を配置
・ICT活用による放課後児童会の利便性向上と環境改善

�みんなが互いを認め支え合い、�
笑顔と元気があふれるまち
・重層的支援体制整備事業の実施
　既存の取り組みを活かしつつ、身近な相談支援体制や多機
関協働、アウトリーチ等を通じた継続的支援の体制を整備。
・�がん検診等の市民健（検）診の自己負担金ワンコイン
化・無償化

　市民の負担を軽減するとともに、適切な広報・勧奨により
受診率の向上に取り組み、疾病の早期発見・早期治療を図る

（国民健康保険の被保険者は無償化）。
・�加齢性難聴への対応として補聴器等購入費一部助成
制度の創設

・骨髄等を提供される人への助成制度の創設
・�障がい福祉、高齢者福祉における福祉人材確保のため
の補助制度を創設

・�障がい児者の社会参加促進のため、合理的配慮を提供
する民間事業者に対する補助制度を創設

　

みんなが助け合い、�
安心して住み続けられるまち
・「総合防災マップ」の改定と全戸配布
　国の避難情報改定や、土砂災害・浸水エリアの更新、生駒
断層等の情報を盛り込んだマップを全戸配布する。
・各集会所や公民館等の耐震化・改修工事のための支援
・�指定避難所等への可搬型蓄電池およびLPガス方式発
電機の導入

・�固定電話やFAXに避難情報を通知するサービスを導入
・防犯カメラの増設、地域防犯灯に係る補助制度の拡充

みんながつどい交流し、�
活力が生まれるまち
・寺・向井田地区まちづくり事業に係る調査検討を実施
　令和４年度の基礎調査等を踏まえ、まちづくり事業の成
立性について調査等を実施する。
・�住宅取得流通促進支援事業補助金による空き家対策
と移住・定住促進

・�倉治公園の飛球対策として
防球ネットを高規格化

・�免除川緑道照明灯のLED化
を前倒しで実施

・天野川緑地のトイレ水洗化と四
あずまや

阿の再建
・�今池埋立地の一部について公園整備に向けた設計業
務を実施

みんなで自然や文化を慈しみ、�
次世代に引き継いでいくまち
・公共施設への太陽光パネル設置
　ZOZOタウン創業者前澤友作氏からのふるさと納税
500万円を活用し、公共施設における太陽光パネルの設置
を進める。
・文化財保存活用地域計画事業の推進
　地域や各種団体等と連携を図りながら、地域に点在する
交野市の歴史文化の活用および保全の取り組みを進める。 

生活安全都市宣言を行いました
　大阪府警察本部が公表しました犯罪統計の
確定値によりますと、人口あたり犯罪発生率
が全国で最も高い大阪府で、交野市が令和4
年に大阪府下33市で犯罪発生率最小を記録
しました。このことにより2月20日に交野市
民の皆様一人ひとりの防犯に対する意識を高
め、より犯罪のない安全・安心なまちの実現を
めざし、「生活安全都市宣言」を行いました。 

　令和５年度に実施する施策を恒久化するだけでな
く、今後、小中学校給食無償化、水道事業会計健全化、外
出支援策の拡充等に取り組むため、知恵を絞って財政効
果を確保する市政運営に転換します。

・資金調達と基金運用による財政効果
　市債発行等における資金調達は、短期金利をベースにする
ことで金利の圧縮を図る一方、基金等の運用については、超長
期国債や長期地方債を購入することで財政効果を捻出する。

・�市街地形成された市街化調整区域で都市計画税を
課税

　市街化調整区域で一定市街化形成されたエリアにつ
いては、市街化区域との税の公平性の観点から、令和６
年度からの都市計画税課税に向けて準備を進める。
・市の組織機構を統合・集約
　地域課題や行政需要が増加・多様化するなか、限られ
た職員数で対応するため、関連する業務や専門人財を集
約し、業務の繁閑に柔軟に対応できる体制を整えるとと
もに、業務の効率化を進める。

行政の経営方針
府内で犯罪発生率最小を記録

「生活安全都市宣言」
安全で安心な暮らしを実現することは、
私たち交野市民の共通の願いです。

そのためには、地域ぐるみの防犯体制を確立するとともに、
私たち一人ひとりの防犯意識向上への取り組みが必要です。

ここに、安全で安心なまちの実現をめざして、
交野市を「生活安全都市」とすることを宣言します。

令和5年2月20日

水道料金について

財政健全化について

　水道料金の値上げにつきましては、市長就任後、凍
結を指示しました。しかしながら、一定の条件のもと値
上げを実施することで、管路の更新費用に対して国庫
補助が期待できると判明したことから、将来的な市民

の負担軽減につなげるべく、経営審議会にて改めて事
業経営の望ましいあり方を検討してもらうべきと判断
しました。

　交野市財政における最大の課題は、過去において
土地開発公社が大量購入した不要な土地の処理であ
り、これまで長期にわたって整理を進めてきたもの
の、令和３年度末の保有残高および起債の残高は合計
139億円です。約20年にわたり、財政健全化に取り組
みながら、今に至ってもこのような状況に陥っている
ことは、痛恨の極みです。
　そのため、私の現任期中における報酬の独自減額率
を30％とし、併せて、現任期の退職手当についても不
支給とする議案を提案しました。
　人口減少、少子高齢化という社会潮流にあって、今

後、市立小中学校の改修、庁舎の耐震工事等の公共施
設整備に多くの費用が必要となる中、過去の負の遺産
による財政上の制約を受けることなく、市政運営にあ
たることができる土台を作っていくため、まずは、土地
開発公社の清算を進めていくことが私の役目であると
考えています。
　そうした中においても、土地の繰り上げ返済と売却
によって将来の負担軽減を図る等、知恵を絞って財政
効果をねん出し、市民サービスを向上させる方向で予
算編成をしたいと考えています。

倉治公園
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